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１．はじめに 

 都市の住みやすさを評価するにあたり，治安の水

準は依然として重要な指標である一方，治安をどの

ように評価するかについては難しい問題がつきまと

う．犯罪は多様な現象の集合体であり，万引きから

殺人まで重大性や深刻さの異なる複数のカテゴリで

構成される．そのため，居住地域の各種の犯罪につ

いて発生頻度を確かめようとすれば，いくつもの数

字を見比べなければならない．このような中で，地

域の犯罪発生状況はしばしば，「全犯罪」として，主

要な犯罪すべての認知件数を単純に足し上げた指標

で表現される． 

こうした方法による治安評価には，一つの指標を

見るだけで済むという利点があるものの，重大性の

低く頻度の高い犯罪に全体の結果が左右されやすい

という問題が存在する．これに対し，犯罪学では近

年，犯罪の「危害（harm）」という考えが導入されて

いる．この種の指標の中で代表的な Sherman et al.

（2016）による Cambridge Crime Harm Index（CCHI）

では，量刑ガイドラインを用いて，各種の犯罪発生

件数を刑罰として課される収監日数の長さの下限で

重みづけした後で足し上げ，全体としての危害の大

きさを算出する．これにより，より重い刑罰が定め

られている，すなわち社会的に重大な事象と考えら

れている犯罪のウェイトを大きくしたまま，その都

市・地域が犯罪によってどの程度の「危害」を被っ

ているか，一つの指標で判断することが可能となる． 

地理学的関心からは，このような危害の分布がど

のような性質をもつのか，さらに件数による単純な

犯罪地図とどのような相違が見られるのか，相違が

見られる地域の特性に関する検討が重要となるであ

ろう．危害の地理的分布について検討した事例は限

られているが，Curtis-Ham and Walton（2017），

Fenimore（2019），Weinborn et al.（2017）などが挙げ
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られる．Curtis-Ham and Walton（2017）は，New Zealand

の国勢調査集計地区単位で，地区の所得や教育水準，

雇用状況等のデモグラフィック，および特定の犯罪

の多寡により構成される指数による地図と，CHI に

よる地図とを比較し，前者が特定の住宅地コミュニ

ティの危険度を高く評価するのに対し，CHI がより

広範な種類のコミュニティのリスクを評価する可能

性を見出した．Fenimore（2019）は，英国の 15 の州

を対象に，イギリスの量刑ガイドラインに則った

CHI（つまり CCHI），アメリカの連邦量刑ガイドラ

インに則った CHI，Wolfgang（1985）による犯罪の

深刻度得点（severity score）のそれぞれを用いて犯罪

を重みづけし，これらと重みづけのない犯罪による

密度分布図を比較している．結果として，単純な件

数と深刻度得点では都心部が高水準となるが，2 種

の CHI で示した Harm の分布図は都心から離れたエ

リアでのリスクも示すものとなった．ワシントン

D.C.のコロンビア特別区を対象に，道路セグメント

単位でカウントと危害の分布の異同を比較した

Weinborn et al.（2017）では，全ての道路セグメント

のうち，1.65％が 3 割の犯罪件数と 5 割の犯罪危害

を生み出しており，危害の集中がより深刻であるこ

とを確かめた．このように，犯罪危害は単純な頻度

で表すのとは別の犯罪の地理的リスクを浮かび上が

らせることが示唆されている． 

同様の検討は，日本の犯罪の地理的分析研究にお

いても意義のあるものと考えられる．しかしながら，

同様の検討を日本に適用しようとした場合には，い

ま一つの問題がある．わが国では，全般的に犯罪が

低頻度な状況にあるため，CHI のような重大犯罪に

重きをおくアプローチをもってしても，単純な発生

件数による表現と危害による表現とに差が出ない可

能性がある．一方で，たとえ発生水準が低いとして

も，殺人や強盗のような重大犯罪が発生している限

りは，危害の大きさを表現することは依然として重

要であろう． 

そこで本研究では，先進諸国の中でも犯罪発生水

準が低頻度な国である日本において危害指数を構成

した上で，単純な発生件数による地理的分布と集積

傾向について比較する． 

 

２．方法 

 本研究では，日本の東京都 23 区を対象に，犯罪危

害の地理的な分布・集積の状況を確かめつつ，これ

を重みづけのない素の件数に基づく犯罪の分布と比

較し，両者の異同についての考察を行った． 

 分析では，まず両者の順位に関する分析，相関係

数，危害の偏在や地理的集積を見るための Gini 係数，

グローバルな Moran’s I 統計量（Moran, 1948）による

分析，および時空間順列スキャン統計量によるクラ

スタ検出を行った． 

2.1．データ 

分析は，2010 年から 2019 年の間に警察署単位で

把握された刑法犯認知件数を用いて行った．分析単

位は，東京都 23 区における 77 の警察署管轄地区で

あった．データは警視庁のウェブサイト（https://ww

w.keishicho.metro.tokyo.jp/about_mpd/jokyo_tokei/tokei

/index.html, 2021 年 8 月 30 日閲覧）から収集した．

分析に用いられた犯罪種別の数は 32 で，総数は 10

年で 1106824 件となった．なお，統計表には「その

他」というカテゴリが存在するが，これには多様な

罪種が含まれているために危害指数のウェイト値が

計算できないこと，年間で 10 件に満たない発生頻

度であることから，分析から除外した． 

2.2．日本版危害指数の作成 

 本研究では，日本の刑法をもとに，Cambridge 

Crime Harm Index（CCHI）を再現することを試みた．

CCHI では，条文に規定された刑期（収監日数）の下

限をウェイト値として設定する．財産刑の場合は，

規定された金額の罰金などを稼ぐのに最低賃金で何

日間働く必要があるかを計算し，ウェイト値として

いる．日本の刑法では，一部の刑，特に重い刑罰が

想定される犯罪の場合，刑期の下限が示されておら

ず，代わりに上限が示されている．また，罰金や科

料については，基本的に上限のみが示されている（原

則として，下限はそれぞれ 1 万円と 1 千円）．そのた

め，以下のようなルールでウェイト値を設定した． 

1. 懲役刑（自由刑）のうち，刑期の下限が定め

られているものはそれに従う． 

https://www.keishicho.metro.tokyo.jp/about_mpd/jokyo_tokei/tokei/index.html
https://www.keishicho.metro.tokyo.jp/about_mpd/jokyo_tokei/tokei/index.html
https://www.keishicho.metro.tokyo.jp/about_mpd/jokyo_tokei/tokei/index.html
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2. 刑期の下限が定められていないもののうち，

罰金または科料について言及があるものは，

これに従う．ここでは，1 日の労働時間を 7

時間として設定した． 

• 科料は下限が 1 千円であるため，最

低賃金：902 円（厚生労働省のウェ

ブサイト（https://www.mhlw.go.jp/stf

/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/r

oudoukijun/minimumichiran/, 2021年

8 月 30 日参照）から，最低賃金の全

国の加重平均を採用）で 2 時間労働

すれば稼げるものとし，ウェイト値

を(365/365)*(2/7)として算出した． 

• 罰金は加減が 1 万円であるため，12

時間の労働，すなわち 1 日と 5 時間

の拘束として，ウェイト値を

(365/365) * (1+5/7)として算出した． 

3. 上記のいずれにも当てはまらない場合，有

期懲役の「1 か月以上 20 年以下の期間」の

下限である 1 か月を採用し，ウェイト値を 

365*(1/12)とした． 

4. 侵入窃盗，侵入強盗に関する定めはないこ

とから，単純に住居侵入のウェイト値（罰金

に準拠）と窃盗，強盗のウェイト値を足し合

わせたものを採用した． 

表 1 に危害のウェイト値，および罪種ごとの 10 年

間における認知件数の合計を示した．分析では，上

記で設定したウェイト値をもとに 77 の地区ごとに

危害スコアを算出したものを用いた．危害スコア S

は，罪種ごとのウェイト値，および認知件数を表す

行列 K，Cを用いて式 1 のように表される．すなわ

ち危害スコアは，危害ウェイトと認知件数の線形和

として表現される． 

𝑺 = 𝑲𝑻𝑪 

(1) 

 表 2 に各年，および 2010 年から 2019 年における

10 年間の刑法犯認知件数と，危害スコアに関する

基本統計量を示す． 

2.3．分析手法 

 分析ではまず，10 年間の集計されたデータから，

77 地区に対し危害スコアによる順位付けと，重みづ

けのない素の件数による順位付けを行い，両者の異

同を見た．次に，2010 年から 2019 年までの各年で，

危害スコアと素の件数の間の相関係数を算出した．

その後，危害の偏在，ならびに地理的な集積の確認

を行うために，77 の地区における各年の危害スコア

と素の件数それぞれについて，Gini 係数とグローバ

ルな Moran’s I 統計量を算出し，傾向を比較した．最

後に，時空間順列スキャン統計量（ space-time 

permutation scan statistic：Kulldorff et al., 2005）を用い

て危害の地理的集積のあった地区クラスタを検出し

た．時空間スキャン統計量は，空間的スキャン統計

量を時間軸上に拡張したものであり，時間的・空間

的な広がりをもつ円筒状の領域を，大きさをさまざ

まに変えながら，すべての領域（ここでは警察管轄

地区）を通るように移動させ，円筒領域の内外でイ

ベントの発生数を調べて尤度比を求め，統計量を算

出する．Kulldorff et al.（2005）の順列スキャン統計

量では，ポアソン近似のもと，一般化尤度比（GLR: 

Generalized Likelihood Ratio）として次の式を用いて

いる． 

𝐺𝐿𝑅 =  (
𝑐𝐴

𝜇𝐴
)

𝑐𝐴

(
𝐶 − 𝑐𝐴

𝐶 − 𝜇𝐴
)

(𝐶−𝑐𝐴)

 

(2) 

ただし，𝑐𝐴は円筒領域 A に含まれるイベントの観測

数，𝜇𝐴は円筒領域 A に含まれるイベントの期待数，

𝐶は分析期間中の全地区におけるイベントの観測数

である．実際には，式 2 の対数をとった値について，

帰無仮説に基づき乱数生成したモンテカルロ標本を

参照して p 値を算出する．なお，観測数は自然数の

みとなるため，便宜的に危害スコアの小数点以下を

切り捨てて計算を行った． 

 以上の分析は，時空間スキャン統計を除き，統計

解析環境 R version 4.0.2 を用いて行った．Moran’s I

統計量の算出には，spdep パッケージの moran.test 関

数を用いてモンテカルロ法による p 値の算出を行っ

た．時空間スキャン統計には，スキャン統計量の算

出に特化した解析環境 SaTScan version 9.7を用いた． 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/minimumichiran/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/minimumichiran/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/minimumichiran/
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表 1 危害指数算出に用いたウェイト値，および 2010 年から 2019 年における全地区での総認知件数 

罪種 ウェイ

ト値 

件数  罪種 ウェイ

ト値 

件数 

侵入強盗_殺人 10951.7 14  恐喝 30.4 3184 

非侵入強盗_殺人 10950.0 8  横領 30.4 1391 

侵入強盗_強制性交等 2556.7 30  盗品等 30.4 912 

非侵入強盗_強制性交等 2555.0 29  汚職 30.4 17 

侵入強盗_傷人 2191.7 140  侵入窃盗 3.4 46545 

非侵入強盗_傷人 2190.0 1025  非侵入窃盗 1.7 753139 

侵入強盗_普通 1826.7 693  傷害 1.7 24957 

非侵入強盗_普通 1825.0 1458  住居侵入 1.7 7855 

強制性交等 1825.0 1397  公務執行妨害 1.7 4532 

殺人 1825.0 752  背任 1.7 52 

放火 1825.0 558  凶器準備集合 1.7 8 

傷害致死 1095.0 65  器物損壊 0.3 105238 

強制猥褻 182.5 6277  占有離脱物横領 0.3 44817 

詐欺 30.4 53316  暴行 0.3 36499 

偽造 30.4 5394  公然猥褻・猥褻物陳列 0.3 2755 

脅迫 30.4 3569  賭博 0.3 198 

 

表 2 各年，および 10 年間における刑法犯認知件数と危害スコアに関する基本統計量 

  sum     mean     sd     min     max   

年 件数 危害   件数 危害   件数 危害   件数 危害   件数 危害 

2010 141034 1876393.8  1831.6 24368.8  1092.0 15886.7  129 2290.4  6063 91891.1 

2011 135020 1894575.6  1753.5 24604.9  1047.6 16900.4  152 1147.9  5456 98090.1 

2012 125185 1823986.3  1625.8 23688.1  955.3 17576.4  153 647.8  5374 102084.6 

2013 118834 1719351.1  1543.3 22329.2  910.0 16873.9  151 992.1  4790 105691.2 

2014 119475 1855326.5  1551.6 24095.2  900.5 18834.5  163 922.9  4616 141300.1 

2015 109627 1607466.7  1423.7 20876.2  832.6 16601.5  163 1037.2  4620 115659.0 

2016 100123 1471794.7  1300.3 19114.2  730.0 14830.2  141 666.9  3912 117916.7 

2017 93623 1512497.5  1215.9 19642.8  694.7 13292.4  133 657.3  3610 76690.4 

2018 85628 1473937.4  1112.1 19142.0  668.6 18874.0  110 2463.2  3922 154569.4 

2019 78275 1411365.2  1016.6 18329.4  595.3 16640.8  124 3218.9  3449 126631.2 

2010–

2019 
1106824 16646694.8   14374.3 216190.8   8343.4 150460.1   1419 14044.6   45812 1130524 
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３．結果および考察 

図 1 に 2010 年から 2019 年における 10 年間の

集計されたデータを用いた危害スコア，および素

の認知件数による主題図を示す．全体的な分布傾

向はよく似るものの，危害スコアでは西部におい

て値が低くなっている．また，ビジネス街が広が

る中心部では，危害，素の件数ともに低くなって

いる．なお，両者ともに最大の値を示しているの

は，歌舞伎町を擁する新宿警察署地区である． 

表 3 には，同じく 10 年間分の集計されたデー

タを用いた危害スコアと素の件数による 20 位ま

での順位を示した．上位の順位が大きく変わるこ

とはなかったが，順位の変化が著しい地域もあっ

た．たとえば，本所警察署地区では，素の件数の

順位が 16 位に対し，危害スコアの順位が 7 位と

大きく上昇している．この地区には歓楽街である

錦糸町が存在する．一方で，蒲田警察署地区は順

位が下降している．この町にも歓楽街があるもの

の当該地区で発生する犯罪は窃盗が多く，危害ス

コアが相対的に小さくなったことが影響してい

る．なお，両指標ともに順位が 1 位の新宿警察署

地区の危害スコアは，2 位の 2 倍以上ときわめて

高い値になっている．これは，同地区で危害ウェ

イト値の高い凶悪犯（殺人，強盗，放火，強制性

交等）のような犯罪が特に多く発生していること

を示している． 

表 4 には各年，および 10 年間の集計されたデ

ータによる危害スコアと素の件数の間の相関係数

を示した．例外はあるものの，おおむね係数は年

次が最近のものほど低い傾向が見られる．表 2 も

あわせて見ると，素の件数は 10 年で 45%程度減

少しているのに対し，危害スコアは 25%程度しか

減少していない．危害ウェイト値を考慮すると，発

生頻度は高くウェイト値の低い窃盗などの犯罪，す

なわち素の件数に大きく影響する犯罪の減少率に比

して，スコアに大きく影響を与える凶悪犯の減少率

が相対的に低いことがわかる． 

 表 5 には，危害スコアと素の件数の Gini 係数，

およびグローバルな Moran’s I 統計量を示した．

Gini 係数は，地理的な近接関係を考慮せず，指標

値（ここでは危害スコアと素の件数）の偏在の度合

いを見るものだが，その大きさは素の件数，危害ス

コアともにそれほど大きくなく，中程度となってい

る．ただし，危害スコアの方が概ね偏在の度合いが

大きい．一方で，Moran’s I を見ると，地理的な集

積の度合いは，素の件数，危害スコアともに 2010

年時点から（統計的に有意ではあるものの）小さい

空間的自己相関を示すものとなっており，最近に近

づくほど小さくなる．さらに，危害スコアでは直近

 

図 1 10 年間における危害スコア（上）と素の認知件数

（下）による主題図 
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の 3 年は空間的自己相関の値は

有意ではなくなっており，Gini

係数の傾向とは異なっている．

したがって，危害の地理的分布

は，特定の地区に偏在は見られ

るものの，スコアの高い地区が

地理的に集積しているわけでは

なく，その傾向は最近であるほ

ど顕著であるといえる． 

 図 2 には，時空間順列スキャ

ン統計量を用いて検出した，素

の件数，および危害スコアによ

る統計的に有意なクラスタの集

積範囲と期間を示している．検

出されたクラスタの数は，素の

件数では 4 つ，危害スコアでは 7

つとなり，後者では前者より空

間的に小規模なクラスタが主に

西部で複数検出された．これよ

り，危害の地理的集積は，より移

ろいやすい（transient）であるこ

とが見てとれる．なお，危害スコ

アによる時空間クラスタは，新

宿，池袋，渋谷警察署地区などを

含んでいて，都心の繁華街エリ

アを捉えている． 

 

４．結論 

今回の分析では，最も著名な危害指数である

Cambridge Crime Harm Index を日本に導入し，犯罪が

低頻度な状況で，重みづけのない素の件数と危害の

地理的分布との間で集積の度合いなどがどのように

異なるのかを検討した．2010 年から 2019 年までの

集計されたデータでは大きな違いが見られなかった

ものの，各年のデータによる分析では，最近になる

ほど，すなわち刑法犯認知件数の総数が減り犯罪が

低頻度になるほど，両者の違いが明確になることが

わかった．これは，危害スコアに大きな影響を与え

る凶悪犯の動向が，危害のウェイトが低いものの認

知件数の変動に大きな影響を与える窃盗などと異な

表 3 危害スコアと素の件数による 20 位までの順位（危害スコアの上

位 10 位までの地区は着色している） 

順

位 
素の件数降順 危害スコア降順 素の件数 危害スコア 

1 新宿 新宿 45812 1130523.8 

2 渋谷 池袋 34805 504220.0 

3 蒲田 渋谷 30090 483756.6 

4 葛西 葛西 29953 419037.6 

5 池袋 小松川 29379 414458.6 

6 小松川 西新井 27643 388806.5 

7 西新井 本所 26405 366061.1 

8 亀有 蒲田 25407 358532.8 

9 城東 亀有 24780 347149.1 

10 石神井 板橋 24514 343687.8 

11 板橋 綾瀬 24272 337826.7 

12 成城 城東 24037 336248.0 

13 練馬 成城 22507 317614.8 

14 綾瀬 葛飾 22495 314653.7 

15 葛飾 石神井 22354 303218.8 

16 本所 世田谷 21761 301169.3 

17 高島平 小岩 19580 299487.6 

18 世田谷 麻布 18772 288864.0 

19 竹の塚 赤羽 18383 283983.6 

20 光が丘 杉並 17868 271880.7 

 

表 4 危害スコアと素の件数の相関係数 

  統計量   

2010 0.904  *** 

2011 0.884  *** 

2012 0.855  *** 

2013 0.897  *** 

2014 0.806  *** 

2015 0.836  *** 

2016 0.789  *** 

2017 0.864  *** 

2018 0.793  *** 

2019 0.753  *** 

2010–2019 0.912  *** 

ただし，***: p<0.001 
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ることに起因するものである．また，Gini 係数や時

空間クラスタの様態を見るに，危害の局所的な空間

集積は犯罪が低頻度な状況でも，ある程度観測され

ることがわかった． 

本研究の結果から，刑法犯認知件数の減少は，市

民の生活に与える危害という側面から見ると，必ず

しも治安の改善につながっていない可能性が指摘で

きる．一方で，今回採用した危害指数による危害の

表現が，一般市民の感覚，すなわち犯罪に対するリ

スク認知や不安の水準と一致するかという視点も重

要であろう．これは，社会調査などを通じて検討さ

れるべき課題である． 
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表 5 危害スコアと素の件数の Gini 係数，およびグロ

ーバルな Moran’s I 

 Gini   Moran’s I   

年 件数 危害  件数  危害  

2010 0.349  0.372   0.259  *** 0.214  *** 

2011 0.354  0.391   0.302  *** 0.254  *** 

2012 0.343  0.389   0.259  *** 0.210  *** 

2013 0.346  0.402   0.240  *** 0.124  * 

2014 0.343  0.390   0.242  *** 0.136  ** 

2015 0.342  0.403   0.228  *** 0.106  * 

2016 0.331  0.367   0.218  *** 0.103  * 

2017 0.336  0.372   0.214  *** 0.050   

2018 0.339  0.403   0.144  * 0.048   

2019 0.331  0.410   0.138  * 0.053   

2010–

2019 

0.340 0.352  0.233  *** 0.134  ** 

ただし，***: p<0.001, **: p<0.01, *: p<0.05 

 

 

 

 

 

 

図 2 素の認知件数（左）と危害スコア（右）による時空間クラスタ 
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